
平成28年度
　（第1回）

野田市公共下水道運営審議会

　　　会　議　資　料

日　時　平成28年12．月16日（金）

　　　午前10時00分から
場　所　野田市役所　8階

　　　大会議室



野田市公共下水道運営審議会次第

1　開会

日時平成28年12，月16日（金）
　　午前10時00分から
場所野田市役所　8階
　　大会議室

2　市長挨拶

3　委員紹介

4　職員紹介

5　議長選出

6　議題

（1）議案第1号　会長の選出について

（2）議案第2号　副会長の選出について

7　会議録等のホームページへの掲載について

8　報告事項

報告第1号
報告第2号
報告第3号

野田市公共下水道事業の概要について

野田市公共下水道事業の財政収支状況について

野田市公共下水道事業地方公営企業法適用について

9　その他

野田市公共下水道事業の進捗について

10　閉会
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議案第1号

　会長の選出について

　野田市公共下水道運営審議会条例第4条第2項め規定に基づき、会長
を互選するものである。

＼

平成28年12月16日提出

野田市長　鈴　木　　有
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議案第2号

　副会長の選出について

　野田市公共下水道運営審議会条例第4条第2項の規定に基づき、副会
長を互選するものである。

平成28年12．月16日提出

野田市公共下水道運営審議会

会　長
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報告第1号

野田市公共下水道事業の概要について

○公共下水道（汚水）整備計画の概要

下水道計画は、河川等の公共用水域の水質汚濁が社会問題となった

昭和42年に公害対策基本法（現：環境基本法　平成5年制定）が
制定され、その中で公共F水道は、水質汚濁を防止する基本的施策
として位置付けられ、政府はその整備推進するための措置を講じな
ければならないと規定されました。

その後、昭和45年に下水道法の一部が改正され、水質の環境基準
が定められた公共用水域のうち、その水質汚濁が2以上の市町村か
ら排出される汚水によるもので、広域的な観点から下水道の整備に

よって、水質環境基準を満たす必要があると認められるものについ

て、都道府県は流域別下水道整備総合計画を定めなければならない

旨の規定が追加されました。これにより、江戸川左岸流域下水道整
備総合計画が千葉県により策定され、江戸川左岸に沿った野田市か
ら市川市までの8市にわたる汚水を広域的に集めて処理することに
なりました。野田市の下水道計画は、この江戸川左岸流域関連公共

下水道の関連市として、全体計画を策定し、昭和48年に下水道整
備事業に着手し現在も整備を推進しております。

野田市の公共下水道計画（汚水）は、平成15年6月に関宿町との
合併により、全体計画面積4，］84ha、汚水計画人口232千人、目
標年次を平成36年度とし、野田地域では、福田地区及び川間地区
の一部の区域を除き、主に国道16号線と江戸川で挟まれた区域を
計画の範囲としています。関宿地域では、現在の市街化区域と市街
化調整区域に点在する住宅密集地区が全体計画区域となっています。

また、下水道の整備を行うための事業認可面積は、現在2，164ha

を取得し汚水整備を進めており、平成28年4E1日現在で供用開
始をした面積は1，709．33ha、下水道普及率は64．70％となってお
ります。

なお、現在までに認可拡大した地域においては、平成25年度の審
議会において受益者負担金負担区設定を終了しております。
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計画概要

ア）汚水計画

野田市 全体計画
　事業認可
（最終H25．3，29）

面　　積 4，184ha 2，164ha
人　　口 132，100人 103，360人
目標年次 平成36年度 平成30年度

イ）雨水計画

野田市 全体計画
　事業認可
（最終H27．3．23）

面　　積 4，184ha 531ha
人　　口 一 一

目標年次 平成36年度 平成30年度

（参考）pa　1　公共下水道（汚水）の計画区域

野田市全域　10，　354ha 1
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下水道整備経過表（各年度末）

年　度
行政人口
　（人）

整備面積（ha）

単年 累計

処理区域人口
　　（人）

普及率
（％） 備　　考

昭和63年度 110，910 101．42 101．42 5，710 5．15 中野台鹿島町、上花輪新町の一部

平成元年度 113，061 87．47 188．89 10，200 9．02 野田、中野台、上花輪

平成2年度 114，577 37．24 226．13 11，266 9．83 野田、上花輪新町

平成3年度 115，825 27．24 253．37 13，889 11．99 集中浄化（三生桜台）

平成4年度 116，956 33．04 286．41 16，751 1432 集中浄化（日の出町）

平成5年度 117，936 45．78 332．19 18，699 15．86 区画整理（尾崎台）

平成6年度 118，771 57．40 ‘　　　389、59 21，134 17．79 区画整理（花井一丁目）

平成フ年度 119，803 58．64 448．23 24，452 20．41 集中浄化（すみらんど・西大和田）

平成8年度 120，379 ］95．12 643．35 37，464 31．12 区画整理ほか（川間駅南地区、川間台）

平成9年度 120，744 46．69 690．04 41，666 3451 区画整理（山崎梅の台）

　　　、平成10年度 120，930 18．72 708．76 43，062 35．61 岩名六区

平成11年度 121，262 23．22 731．98 45，122 37．21 区画整理（堤根第一）

平成12年度 121，591 30．12 フ62．10 47，911 39．40 山崎貝塚町

平成13年度 121，876 55．47 817．57 52726 43．26 清水幹線接続

平成14年度 121，698 35．22 852．79 54827 45．05 区画整理（梅郷駅西、みずきの各一部）

関宿町合併 153，353 261．13 1113．92 64134 41．82 平成15年6月6日合併

平成15年度 152，952 47．02 1160．94 69，635 45．53 区画整理（七光台駅西、清水東）

平成16年度 153，375 97．12 1258．06 74311 48．45 区画整理（座生、七光台駅西、清水東、堤台、東新田）

平成17年度 153，905 4フ．70 1305．76 77，515 50．37 尾崎、七光台、清水、山崎、山崎貝塚町

平成18年度 154630 67．03 1372．79 81，025 52．40 区画整理（船形、花井東）

平成19年度 156，083 64．59 1437．38 84，059 53．86 平井、岡田、木間ケ瀬

平成20年度 156，876 28．85 1466．23 86，615 55．21 尾崎、七光台、野田、柳沢　山崎、

平成21年度 ］57，183 31．87 1489．10 88，786 56．49 尾崎、七光台、山崎、親野井、次木

平成22年度 157，033 16．21 1505．31 90，621 57．71 尾崎、七光台、清水、鶴奉、野田、柳沢　山崎、

平成23年度 157，363 128．77 1634．08 98，096 62．34 山崎、西三ヶ尾、瀬戸、大殿井，三ツ堀、岡田

平成24年度 156，725 10．44 1644．52 99，255 63．33
尾崎、柳沢薪田、宮崎、鶴奉、中野台、七光台、清水、野田、花井、上花輪、’堤根、西三ヶ
尾、上三ヶ尾、ニツ塚、瀬戸、三ツ堀、山崎、岡田、木間ヶ瀬

平成25年度 156，124 33．31 1677．83 99，689 63．85 尾崎、七光台、清水、野田、柳沢　山崎、木間ヶ瀬

平成26年度 155，610 21．61 1699．44 100，080 6431 尾崎、七光台、清水、野田、柳沢、山崎、木間ケ瀬

平成27年度 155，134 9．89 1709．33 100，384 64．70 中里、尾崎、七光台、清水、野田、山崎

　　（それぞれの数字は、年度末翌日の4月1日供用開始分も含め表示しております。）
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千葉県の下水道普及率

普及率ランキング （平成28年3月31日現在）

Nα 市町村名 ％ Nα 市町村名 ％

1 浦安市 99．7 21 市原市 61．9

2 千葉市 97．3 22 君津市 55．7

3 習志野市 94．5 23 富里市 55．5

3 酒々井町 93．1 24 木更津市 51．7

5 佐倉市 92．3 25 大網白里市 48．5

6 八千代市 91．9 26 銚子市 47．1

7 柏市 89．6 27 東金市 41．3

8 四街道市 89．0 28 長生村 34．5

9 栄町 84．6 29 茂原市 34．0

10 松戸市 84．3 29 香取市 29．9

11 白井市 83．3 31 八街市 28．1

12 流山市 83．0 32 芝山町 20．2

13 我孫子市 82．8 33 富津市 16．8

14 船橋市 82．0 34 館山市 11．4

15 印西市 81．4 35 旭市 9．8

16 成田市 75．3 着手35／県内全市町村数54

17 市川市 71．9

18 袖ヶ浦市 66．8

19 野田市 647 千葉県 72．8

20 鎌ケ谷市 62．8
平均
全国 77．8

※但し、 調査困難な市町村を除く

東葛飾地区別ランキング
Nα 市町村名 ％

1 柏市 89．6

2 松戸市 84．3

3 我孫子市 82．8

4 流山市 83．0

5 野田市　　　　一 647
6 鎌ケ谷市 62．8
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c◎

年度別整備状況（5か年）

（平成28年4月1日現在）

項　　目 単位 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

行　政　人　口 人 157，363 156，725 156，124 155，610 155，134

世　　帯　　数 世帯 62，992 63，322 63，956 64，609 64，405

事業認可面積
（　汚　水　）

ha 2，123 2，123 2，164 2，164 2，164

処理区域面積 ha 1634．08 1644．52 1677．83 1699．44 1709．33

処理区域人口 人 98，096 99，255 99，689 100，080 100，384

処理区域世帯数 世帯 33，241 33，883 34，372 34，639 34，712

水洗化人口 人 86，896 88，803 89，657 90，734 91，837

水洗化世帯数 世帯 29，564 30，602 30，824 31，403 32，015

普　　及　　率 ％ 62．34 63．33 63．85 64．31 64．70

水　洗　化　率 ％ 88．58 89．47 89．94 90．66 91．48



o

処理区域別供用開始状況

平成28年4月1銭現在

処理分区
全体計画面積（ha）

（目標平成36年度）

事業認可面積（ha）

（目標平成27年度）

供用開始面積（ha）

関宿第］処理分区 925 327 283．52 東宝珠花、次木、古布内、台町

関宿第2処理分区 151 18 2．82 木間ケ瀬字向ノ内、字新宿

関宿第3処理分区 25 0 0．00 岡田

野田第］一］処理分区 160 43 O．00 東金野井、北部工業団地周辺

野田第1－2処理分区 183 80 45．96 川間駅北側周辺

野田第1－3処理分区 106 38 0．00

野田第2－］処理分区 339 303 278．99 宮崎、野田、中野台、柳沢周辺

野田第2－2処理分区 463 280 254．84 川間駅南、尾崎、岩名、春日町周辺

野田第2－3処理分区 307 173 126．92 清水、谷津周辺

野田第2～4処理分区 326 ］20 ］0479 清水、堤台、座生、桜の里周辺

野田第3処理分区 135 135 118．55 上花輪新町周辺

野田第4処理分区 327 286 218．91 中根、上花輪、山崎周辺

野田第5処理分区 290 ］91 ］45．64 みずき、山崎周辺

野田第6－］処理分区（野田幹線） 309　・ ］］9 109．36 グリーンパーク周辺ノ

野田第6－2処理分区（野田幹線） 99 51 19．03 理科大、霊波之光周辺

野田第6－3処理分区（野田幹線） 39 0 0．00 江川地区周辺

合　　　　　　　　計・ 4，］84 2，164 1，709．33



・受益者負担金の負担区、単位負担金制定の推移

関宿地域

負担区
単位負担金

基礎金額

　　答申額
（現単位負担金額）

改定年月 改定率 備考

関宿第1

負担区
1，066円／㎡ 650円／㎡ H元．3制定 当初

負担区面積

　251ha

関宿第2

負担区
2，003円／㎡ 950円／㎡ H19．4改定 46．2％

負担区面積

　51ha

関宿第2負
担区（拡大）

1，994円／㎡ 950円／㎡ H24．4改定 一

負担区面積

　5ha

野田地域

負担区
単位負担金

基礎金額

　　答申額
（現単位負担金額）

改定年月 改定率 備考

第1負担区 987円／㎡ 600円／㎡゜ S61．12制定 当初
負担区面積

　250ha

第1負担区
　（拡大）

930円／r㎡ 600円／㎡ S63．4改定 一

負担区面積

　140ha

第2負担区 1，341円／㎡ 650円／r㎡ H3．1改定 8．3％
負担区面積

　367ha

第2負担区
　（拡大）

1，597円／㎡ 650円／㎡ H5．6改定 一

負担区面積

　127ha

第3負担区 2，722円／㎡ 700円／㎡ 川1．4改定 7．7％
負担区面積

　328ha

第3負担区
　（拡大）

2，127円／㎡ 700円／㎡ 削6．4改定 一

負担区面積

　201ha

第3負担区
　（拡大）

2，016円／㎡
700円／㎡　●

田9．4改定 一

負担区面積

　75ha

第3負担区
　（拡大）

2，121円／㎡ 700円／rrf H24．4改定 一

負担区面積

　170ha

第3負担区
　（拡大）

2，245円／㎡ 700円／㎡ H26．4改定
　　■

一

負担区面積

　145ha

　

　

1
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下水道使用料の経過

1ケ月当たりの使用料

ψ

区分 汚水排除量 昭和63年4月～
平成20年3月

平成20年4月
～平成21年3月

平成21年4月～
平成22年3月

平成22年4月～

基本使用料 101㎡以下 900円 900円 900円 900円

］O㎡を超え20
　　㎡以下

11㎡につき95円 ］㎡につき107円 1㎡につき113円 1㎡につき120円

201㎡を超え30
　　1㎡以下

h㎡にっき105円 ］㎡につき120円 1㎡につき128円 1㎡につき135円

30正㎡を超え50
㎡以下

116にっき］20円 11㎡につき］39円 1㎡につき149円 1㎡につき158円

従量使用料

50㎡を超え］O
　　OI㎡以下

11ぜにつき140円 1㎡につき］71円 1㎡にっき187円 1㎡にっき203円

100㎡を超え5
　00㎡以下

1㎡につき160円 ］㎡にっき205円 1㎡につき228円 1㎡にっき252円

5001㎡を超える
　　　もの

1㎡につき180円 1㎡につき242円 1㎡につき274円 1㎡につき307円

公衆浴場

用使用料
11㎡につき 30円 30円 30円 30円

備考　下水道使用料の額は、一平成26年3月31日まではこの表の規定により算定した額に100分の105

　　　を平成26年4月1日からは］OO分の108を乗じて得た額とする・

　　　ただし、その額に1円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。・

1鼠



報告第2号

野田市公共下水道事業の財政収支状況について

1　財源の仕組み 1

　下水道事業を執行・運営していくためには、建設費及び維持管理費が必要となり

ます。建設費については、国庫補助金、地方債、一般市費（一般会計繰入金）、受益

者負担金等により、また維持管理費については、下水道使用料及び一般市費（一般

会計繰入金）により賄われています。

（1）建設費財源

　①国庫補助金

　　　下水道の公共的役割に鑑み公共事業として、国家的見地からその整備の推進を

　　図るため、雨水及び汚水に係る施設の基幹的部分を地方公共団体に補助している

　　ものです。

　②地方債

　　　下水道はその事業効果が相当長期にわたる公共施設であるため、下水道の建設

　　に当たっては、世代間の負担の公平化等の観点から、地方債の充当が行われてい

　　ます。

　③一般市費（一般会計繰入金）

　　　建設財源のうち国庫補助金、地方債、受益者負担金で充てられた以外の部分に

　　ついて、一般会計からの繰入金が充てられています。

　④受益者負担金

　　　都市計画法第75条の規定に基づき徴収するもので、都市計画事業として施工

　　する下水道事業について、地方公共団体が条例を定めて徴収しているものです。

1
》

匿

E

（2）維持管理費財源

　①下水道使用料

　　　汚水に係わる経費（維持管理費及び資本費）については、条例で定めるところ

　　により、公共下水道の使用者から使用料を徴収しています。

　②一般市費（一般会計繰入金）

　　　雨水に係わる経費や分流式下水道等に要する経費など公費で負担すべき部分

　　及び使用料収入で不足する部分については、一般会計からの繰入金が充てられて

　　います。

1
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2　・平成26年度から平成30年度までの財政計画と実績の比較

（1）財政計画（平成26年度～平成30年度）

項　　目一 H26 H27 H28 H29 H3◎

A使用料収入①（千円） 1，232，068 1，277，◎38 1β23，65◎ ヱ，428，659 ヱ．480β◎5

有収水量　　（　31’；’｝） 8，462，0◎7 8．770β70 9，091，◎06 9β85β27 1◎，039，359

B下水道管理費②

　　　　　　（千円）
2．017β18 2，◎62，187 2，◎96，532

　」

2，169，185 2，187，791

うち維持管理費③（千円 77δ，761 812，582 851β44 888，553 925，919

うち資本費④　〈千円） 1，241，557 1β49β05 1β45，188 1．28◎β32 1．261β72

C資本費算入率

（①一③）／④　（％）
36．7δ 37．17 37．93 42．17 43．97

D一般会計繰入金

　　②一①〈千円）
785，250 785，149 772，882 740，526 706，986

※一般会計繰入金は汚水処理に係わる経費の不足分の数宇であり、決算上の繰入金額と

　は異なる。

（2）H26年度からH28年度の財政状況の実績値（H　28年度は決算見込額）
一　　　　　’

項　目
　　　　㌔一 H26　　　　一

ぺ

w

　H27　一
　　　　，一一 H28

A使用料収入①（千円） 1，197，230 1，248，852 1．257β78

有収水量　　（　3m） 8，051，238 8β20，654 8，409，590

B下水道管理費②

　　　　　　（干円）
1，936，646 2，008，096 2，029，786

うち維持管理費③ぽ円 753，271 822，245 839，564

うち資本費④　　（千円 1．183β75 1．185β51 1，190，222

C資本費算入率

　（①一③）／④　（％）
37．52 35．97 35．13

D一般会計繰入金

　　　②一①（千円）

　一

739，416 759β44 772，108

※資本費の算出はHi9年度からの方式により求めているため決算統計とは異なるa

（3）H26年度からH28年度の財政状況の分析

A使用料収入及び有収水量について

　財政計画と比較して、平成26、27年度の使用料収入及び有収水量実績は計画値

を達成できませんでした。要因として、平成24年度の白鷺梅郷団地接続による伸び

を除き、平成22年度末に起きた東日本大震災後、平成26年度まで有収水量が1％
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前後の伸び率に留まり、その後、平成27年度には東日本大震災前と同様の3％台の

伸び率まで回復しましたが、平成28年度は年度途中でホテルと温泉施設の閉鎖があ

り有収水量が大きく落ち込むことから、実績見込みにおいて1％台の伸び率になると

予想されます。

B下水道管理費（維持管理費及び資本費）について

　財政計画と比較して、下水道管理費は平成26～28年度では、流域下水道維持管

理負担金等で年々増加傾向ではあるが、施設維持管理費について極力支出を抑える努

力により計画費用と比べ少ない実績値となりました。

　今後の維持管理費については、新規接続など汚水流入量の増加に伴う流域下水道維

持管理負担金の増加、既設管等の老朽化に伴う管渠調査や補修等の費用で増加傾向と

なりますが、管理費を抑える工夫を図っていきます。

　資本費では、現在の下水道普及率が約64．70％（平成28年4月）とかなり普

及してきていますが、まだ市街化区域全域の整備も終了していないなど、さらに整備

を進める必要があることから、今後も起債等の財源確保により事業を推進して行く予

定です。この様な起債償還は今後も継続しますが、以前より起債借入れの枠を設定し

て事業を進めてきたことから、各年度とも若干の差はあるものの概ね均一的な償還と

なりました。

　

E

C資本費算入率について

　平成19年度に激変緩和策による使用料の段階的な値上げをしたことにより、資本

費算入率は順調に上昇してきましたが、平成27年度実績資本費算入率は35．97％で、

財政計画における目標37．17％には届きませんでした。財政計画と比較して、有収水量、

使用料実績値が下回ったことで資本費算入率も下振れ傾向となりました。また、平成

28年度から平成29年度にかけてホテルと温泉施設の閉鎖の影響で一時的に落ち込

むと予想されますが、それ以降は下水道事業の進捗に伴い一般家庭、野田工業団地や

中里工業団地の下水道新規接続による使用料収入の増加が見込まれることから資本費

算入率も上昇傾向になると考えます。

1

D一般会計繰入金について

　一般会計繰入金については、各年度の維持管理費に対して、使用料収入で賄えない

部分を繰入金として算出しています。汚水処理に係わる経費の不足分として充当して

きた一般会計からの繰入金について、東日本震災と断水による赤水の減免の影響が出

た平成23、24年度を除き、平成25年度までは、年々繰入金額を減らしていくこ

とができましたが、平成26年度から平成28年度は、使用料の伸び悩み、大口企業

の使用料減収、流域下水道維持管理負担金の増加により一般会計への負担は微増して

います。なお、雨水に係わる経費等も含まれて計上されている決算書等の一般会計繰

入金額とは異なります。
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3　平成29年度から平成33年度までの次期財政計画

　下水道事業の財政計画については、5年間の財政計画を策定し、3年毎に見直しを行

うこととしており、今回、平成29年度から平成31年度の計画を見直し、平成33年

度までの次期財政計画を策定しました。

　策定にあたっては、現計画期間の考え方を踏襲し、実績を十分に踏まえ、野田市の将

来人口も考慮しながら策定を行いました。

（1）次期財政計画（平成29年度～平成33年度）

項　　目 H29二 H3◎ H31 H32 H33 合計w－

　　　　　一

④使用料収入①（千円） 1，279，598 1β12，85◎ 1β37，794 1，421，293 1，448，298 6，799，833

有収水量（m） 8，617，868 8，781，607 8，948，457 9，381，477 9，559，725 45，289，134

◎下水道管理費②

　　　　　　　　　（千円）

　∫

25047，373 2，064，353 1β49β43 1，957，450 1，998，110 10，017，229

うち維持管理費③（千円） 868，471 907，195 939，477 982β44 1，028，932 4，726，919

うち資本費④　〈千円） ヱ，178，9◎2 1，157，158 1，◎1◎，466 974，，606 969，178 5．29◎β1◎

◎資本費算入率

　　　（①一③）／④　（％）
34．87 35．06 39．42 44．99 4327

◎一般会計繰入金

　　　　　　②一①（千円）
767，775 751，503 612，149 δ36，157 δ49β12 3，217，396

⑧使用料収入及び有収水量について

　野田市においては、平成25年度から人口が減少に転じていますが、過去数年の傾向

から推計すると市街化区域の人口は年々増加しており、この傾向は今後5年間も継続す

ると考えられます。このため有収水量については、下水道管渠の敷設を推進すれば企業、

各家庭の新規接続が今後も堅調に伸びることが予想されることから、これまでの実績ト

レンドを今回の計画に採用しました。また、平成32年度は中里工業団地（27社予定）

がコミプラ処理から公共下水道への切り替による接続を予定しているため、有収水量が

伸びております。

　使用料収入は、実績トレンドに基づく有収水量に使用料単価を掛けて算出しました。

平成27年度の実績使用料単価は150円であり、平成28年度決算見込み使用料単価

149．5円、平成29年度予算は大口企業の撤退の影響で一時的に148．5円と予測

しています。平成30年度以降は野田工業団地等の新規接続による伸びを見込み149．

5円で算出し、平成32年度の中里工業団地接続後は使用料単価151．5円を見込み算

出しています。
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⑧下水道管理費（維持管理費及び資本費）について

　維持管理費については、引き続き下水道施設区域の拡大や既設管等の老朽化、不明水

流入に伴う補修や調査等の費用増加、新規接続による流域下水道維持管理負担金の増加

が生じるので、支出の抑制に努めていく必要があります。

　資本費では、平成28年度以後、28年度と同額の借入を想定しました。過去の工事

費として借入した市債の償還ピークを平成27～28年度に迎え、以後、33年度まで

は償還額が減少する結果となりました。平成28年4A現在、下水道普及率が64．7

0％であり、まだ、市街化区域全域の整備も終了していないことから、引き続き起債等

の財源確保により事業を着実に推進していく予定です。

◎資本費算入率について

　次期財政計画では、平成28年度途中で撤退した大口企業の使用料減収の影響は平成

29年度で解消し、これまでの下水道敷設による使用料増収見込みに加え、中里工業団

地やその他の地域での順次接続により使用料収入が増加することが見込まれ、また、資

本費も28年度以後33年度まで減少することから、資本費算入率は、平成29年度に

は前年水準を下回るものの、その後順調に上昇傾向に転じ、平成32年度以後は40％

を超える見込みです。　　　　　　　｛

E
◎一般会計繰入金について

　次期財政計画では、収入においては引き続き使用料収入の増収が見込まれ、支出では

計画的な起債償還と維持管理費の抑制に努め、市からの繰入金の減少を図ります。

1

4　次期使用料算定期間の下水道使用料について

　現在の使用料算定期間は、平成26年度から平成28年度までの3ヵ年となっている

ことから、次期使用料算定期間である平成29年度から平成31年度の下水道使用料を

検討しますu

　検討に際し、まず、野田市の人口は平成25年度から0．3％程減少傾向にありますが、

市内の人口動態は宅地開発などで市街化調整区域から市街化区域へ移動しているため、

下水道処理区域内人口は増加しています。この傾向は短期的には変わらないと思われま

す。

　次に前財政計画を振り返ると、財政計画期間（平成26年度から平成30年度まで）

では、使用料実績やコミプラ団地の下水道接続による使用料の増収で、平成28年度資
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本費算入率においては約38％を見込み、また、一般会計繰入金についても引き続き良

好な傾向に進むものと推測していましたが、実績値では、大il企業の撤退などの理由に

よる使用料伸び率の低下、併せて資本費の償還ピークを迎えたことなどの理由により、

平成28年度資本費算入率は35％程度と見込んでいます。

　しかしながら、次期財政計画期間（平成29年度から平成33年度まで）では、着実

な下水道事業の進捗と野田工業団地及び中里工業団地企業の下水道接続による堅調な

使用料増収を見込めること、資本費の償還ピークを過ぎた平成29年度以降は資本費が

減少することから、確実に資本費算入率において上昇が見込める状況にあり、ます。平成

32年度には上記理由により資本費算入率は、40％を超える見通しです。今後の使用

料収入及び～般会計繰入金についても、引き続き良好な傾向に進むものと推測していま

す。

　この様なことから、下水道使用料についてはf汚水私費」の原則において、引き続き

適正な使用料について検討をしていく必要がありますが、次の平成29年度から平成3

1年度までの3年間については、先の検討結果から、現行の下水道使用料金を据え置い

て事業を進めていくこととしました。

　　※資本費算入率について

　決算統計書では資本費算入率の算定が幾多と見直しされており、現在では分流式下水道に係

わる経費は公費負担として、資本費算入要素から外す考えとなっている。これは、分流式下水

道は汚水と雨水を合わせて処理する合流式下水道に比べ、河川や海といった公共用水域の水質

保全や公衆衛生の向上の意味で、より公共に資する利益が多いといわれており、その反面、分

流式下水道の整備には合流式と比べ多額の費用が必要となる。この分流式下水道の公的側面に

着目し、使用料で賄えなしト定部分については、公費からの負担、つまり一般会計からの繰入

が認められるようになった結果、資本費の一定部分が公費負担分として分類され、その分汚水

処理に係る資本費が減少することで、資本費算入率が上昇することになる。

　しかしながら、．「汚水私費」の原則や使用料で賄えない部分を一般会計から、更にルール内

として公費枠を拡大していく考え方には異論も出ており、国でも使用料等に係わる審議におい

ては、分流式下水道に係る経費について、公費負担を考慮しない資本費算入率で検討するほう

が良いとの見解もある。

　このことから、今後も資本費算入率については、現計画と同様に分流式下水道に係る経費に

ついて公費負担を考慮しない算式で表示して比較することとした。
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報告第3号

野田市公共下水道事業地方公営企業法適用について

◎概要
　野田市の公共下水道事業は、昭和48年に流域関連公共下水道事業として実

施したことに始まり、毎年整備を進めてきました。現在、野田市の下水道普及

率は64，7％（平成28年4月1日）で、全国、千葉県の普及率を下回る状
況であることから、今後も一層の整備推進が必要です。

　下水道会計は独立採算を基本とする特別会計で処理しており、不足分にっい

ては、一般会計からの繰出し金で賄っています。そのため、健全な経営を確保

し将来に向けた資本的な経営を実施して行く必要があります。

◎国の要請　　　　　　　　　　　　　　　　　一
　下水道事業の経営状態を明確にし、持続的な事業運営を実現するために、発

生主義・複式簿記を採用する地方公営企業法が適用される会計へ移行する必要

があります。また、総務省からも3万人以上の市については平成31年度末まで

に地方公営企業法の財務規定を適用することを要請されており、平成32年度以

降については法整備（義務化）も視野にいれた改正を行うとの事です。

1　企業会計方式の導入

　本市の下水道事業の課題を踏まえると、老朽化した下水道施設の改築・更新

の為の資産管理や経営状況・財政状況を把握する必要があります。

　現在、下水道特別会計では単年度の入金（歳入）及び支出（歳出）に基づき

処理されています。L

　企業会計方式では、経営状況を把握できる損益計算書や公共下水道事業の財

政状況を把握できる貸借対照表が作成され、これらを分析することで企業活動

の全体像を把握し、今後の公共下水道事業の進むべき方向性についてより判り

易く見える化し、市民に説明する事が出来ます。

2　法適用の範囲

　地方公営企業法第2条3項により「条例で定めるところにより、その経営す

る企業に、この法律の規定の全部または一部を適用することができる」と規定

され、市が任意で全部または一部（財務規定等）を適用することができること

となっています。

E

　今後、水道部や関係各課と協議及び調整を図りながら適用移行の検討をし

ていきます。
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3　移行スケジz．・beル　　‘

　　現在、総務省からも3万人以上の市については平成32年度までに地方公

　営企業法の財務規定を適用することを要請されており、概ね2～3年の移行

　期間を要するとの見解が出ています。また、移行済みの他市においても「2

　～4年程度を要したkとの調査結果となっております。このことから野田市

　も平成29年度から検討し、早期に結論を出そうと考えています。

1
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下水道事業への地方公営企業法の適用状況についで（千葉県下水道課計画班調べ）

調査時点：平成28年4月1日
調査対象： 県内下水道事業実施市町村

法　化　手’況 囲

。　用 一。　用 備　考］法適化

着手済

2内部

検討申

3未着手

報収

4未着手 法適化時期
　（予定）

準備期間
、　慣理　） 事務委任

　なし
事務委任

事務委任
　未定

適用範囲
未　定

設置 非設置 未定
他組織
と統合

千葉県 o 平成32年度 H28　～　H31 O
201 畢葉市 平威4年度 ○ 一蕗随灘済

203 制1怖 o 平成30年度 H26　～　H29 O H26：群言十画策定、　H27～H29：債務負担行為

2◎4 船橋市 ○ 平成3麟渡 縁2§　～　H2§ ○

207 松戸市 O 平成30年度 H27　～　H29 ○ ｝｛25：基本圃†画（案）策定、H2？～H29：継続費

208 野田市 O 平成32年度 H28　～　H31 O
2茎2 佐震市 手成瀦年渡 o 念音晒開濟

217 柏市 早戒頷年度 o 一音随用溝

220 流山帯 平成2フ年度 ○ 全部適爾済

221 八干代吉 平威烈年度 o 全部趨菊済

222 我孫子市 ○ H2丁～ ○ H28基本計画策定

224 鎌ケ谷市 O 平成32年度 H27～　H31 O H27基礎鯛査、　H2829固定資産調査

227 浦安市 O 平成32年度 H28　～　H31 O H26基本計画策定

計（県除く） 5 2 3 2 4 3

は、終末処理場有り。

鱒
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llllllllllll－－lllleeewas
◎謙灘臆鰻欝暴盤の強艦と財敵マ率ジメントの麟薫等をよ囎き確に行》た轟．公慧企業懸紛懸触諏犠搬こ罐饗講。
　●平成27年度から平成31年度までを公営企業会計適用の「集中取組期間とする。

　●下水道事業及び簡易水道事業　「重点　業と位　付け

　都道府県及び人口3万人以上の市区町村等については公共下水嵐流域下水道、簡易水道事業の移行が必要。人口3万人未満の市町村についてもできる限り移行が必要。
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　　の正　在　　に　　　　　のロ上
発生主義を導入し、民間企業と同様の精度の高い財務諸表（貸借
対照表（BS）、損益計算書（PL）、固定資産台帳等）を作成することに
より、公営企業の経営、資産等を正確に把握することが可能。

　　・より・翻・カ’，蝋　　の　　　　マ・ジメンの・上等が可能。

蜘　　’欝言驚る綴の擁な原購幽・さら唾盤

　　・経営の透明性が向上し、他団体との比較可能性も確保され、議会　　・　のガバ　ンスがロ上。

　　　た　　　　　一こ　　ロ

予算を超える弾力的な支出、効率的・機動的な資産管理等が可能
となり、経営の自由度が向上。

十サ蛙謡曇灘腰能となり・経の効靴住民

H29・4 H29・8 H27 il H3214

会㈱渡
の魔直し

園圏
度日璃
ロ　　パ　　ミ

　パ　｝

1川

…惇
l！讃

凛祷憧

L」一

適
用
拡
大

報
告
書

L．．．一．一．．“

1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘

膓一
ぺ＼　

＿力琳バ　（研究会）／

「　

／1＼

璽努針62祷

　　　要　　　請
　　　茶璽舞＞1　　　霧　　　題

レ

会針情報活用の検討

「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1 二，＿

＊　r ⑯｛＝　　　ハ　　A　　　　の

　　　　蕊1耀庄、⊃1
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　　扶ロ3万人以上の団体について澗間内に　｝
　　公営企案会計へ移行（H32．4まで）。　　　　　1

｛運簗竃㌶耀譲：〕｝
　　＊人M3万人未満の団体についても、できる限り　1

　　移行。　　　　　　　　　　　　　　｝
　　※その他の箒については、団体の911twに　1

　　　応じて移行を推進。　　　　　　　　　　　1
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※移行期間は概ね3年闇
（やむを得ない理由がある場合に限り概ね5年間｝



野田市公共下水道事業の進捗について

　野田市の公共下水道整備に関しましては、建設コストの観点から有意な手法として、

国庫補助事業を導入して管渠等の整備を実施しております。

　野田市においては国庫補助金を受けるべく、社会資本総合整備計画（計画期間はお

おむね3～5年間）を策定し、事業の進捗を図ってまいりました。

　なお、整備計画は計画目標として定量化した評価指標を設定し、計画の終了時には

目標の実現状況について評価を行うこととなっております。

　野田市においては平成23年度に当該計画を策定し、平成27年度をもって5力年

の計画期間が満了となりました。

　計画策定時の成果目標ですが、下水道処理人口普及率を定量化の評価指標として設

定し、平成23年度の普及率を57．9％から計画期間満了時の平成27年度には、

66．6％に向上させることを最終目標値に定めたところです。

　計画期間満了時の平成27年度の最終実績値としましては、64．7％と最終目標

値には達しませんでした。これは国の交付金額が不足したことにより整備が遅れたも

のです。

　しかしながら、水環境や生活環境の改善に一定の効果が期待できると言え、次期整

備計画においても普及促進に努めて行きたいと考えております。

　事後評価の実施に当たっては、評価の透明性、客観性、公正さが求められているこ

とから、野田市公共下水道運営審議会へ報告した上でHP等による公表を行います。

国庫補助事業の計画額及び実績額
（単位：百万円）

H23　H24　H25　H26　H27　　計
基　　幹（A） 559．0 400．0 400．0 400．0 400．0 2，159．0計

画

額

効果促進（B） 43．2 50．2 39．2 39．2 39．2 211．0

計（D＝A＋B） 602．2 450．2 439．2 439．2 439．2 2，370．O事
業費 基　　幹（Aり 598．0 331．0 316．0 235．0 160．0 1，640．0実

績

額

効果促進（B，） 32．2 37．8 42．6 26．4 0 139．0

計（D，＝A）田）） 630．2 368．8 358．6 261．4 160．0 1，779．0

達成率（D）／D）　　104，6％ 81．9％ 81．6％ 59．5％ 36，4％　75．0％

計画値
57．9％ 一

（7，0％）

64．9％ 一

（8，7％）

66．6％

上段o書：

普及率増嵩値

達成率は増嵩

値の比率

定量的指標

普及率

実績値
57．9％ 一

（6，0％）

63．9％ 一

（6，8％）

64．7％

達成率 一 一
（85．7％）

一
（78．2％）

2畠

1

》

E
　

》



社会資本総合整備計画　事後評価書 平成28年　　月　　目

計画の名称 1　野田市における公共下水道の推進
言画の． 平’23年叉　　　平成27年叉 （5年間）

～　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　父・・　　　　　　野田市
言画の目票

公共下水道整備を行い、安全・安心、快適な暮らしを実現し、水環境や生活環境を改善する。

言画の’　目票　　量・日票
①下水道処理人口普及率を　　57．9％（H23）から　　66，6％（H27）に増加させる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、

量・日票の　我及び　　エ 量・日票の現況　及び目票 備考w 男現況但 胃目票置 ．目票但

（H23当初） （H25末） （H27末）

一① 下水道処理人口普及率
　下水道を利用できる人口（人）／総人口（人） 57．9％ 64．9％ 66．6％

　　　　　　　　　　　　　合計全体事業費（計画）　　　　　　　　　　　（A＋B＋C）

2，370百万円 A 2，159百万円 B 0百万円 C 211百万円
効果促進事業費の割合

C／（A＋B＋C）
8．9％

　　　　　　　　　　　　　　合計　全体事業費；実了1）　　　　　　　　　　　　（A＋B＋C）

事後評価の実施体制

1，了7警三：ノ弓＾そ彗

　●

A i，64c百万円 B o百万円

　完　　　　　　　　　　　　　　鴻

　　　　　艮ヒ万円

事後評価の実施時期

効果促進事業費の割合

C／（A＋B＋C）
7，琢

平成28年12月

野田市公共下水道運営審議会にて事業実施状況　指標の達成状況の確認および評価を行う。 公表の方法

事後評価後、野田市ホームページにて公表する。

寸＞o

A1　下水”
番号 事業実施期間（年度） 全体事業費

（百万円）

備考事業

種別

地域

種別

交付

対象

直接

間接
事業者

事業及び

施設種別

省略．
工種

要素となる事業名

　（事業箇所）

　事業内容
（延長・面積等）

市町村名
H23 H24 H25 H26 H27

江戸川左岸処理区
L＝0．8km　φ200～350m皿 48 計画

A1－1－1 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 五駄沼1号幹線整備（普及促進） 野田市
1．＝u　　　　φ3　声五週 24 実績

MP2箇所 28 計画
A1－1－2 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 梅郷1号幹線整備（普及促進） 野田市 68 実績

MP2箇所 41 計画
A1－1－3 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 梅郷2号幹線整備（普及促進）

t『

野田市
47

L＝0．2km　φ450㎜、　MP　1箇所 92 計画
A1－1－4 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 三ケ尾幹線整備（普及促進） 野田市

ゼ・〕　　　」「4川‘［目、　　㌣ ］24 実績

L＝0．6km　φ300皿 117 計画
A1－1－5 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 三ケ尾2号幹線整備（普及促進） 野田市

L－：・（巾　㌘　　狂 ］55 冥績

L＝0．2km　φ200皿1 10 計画
A1－1－6 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 関宿第1処理分区枝線整備（普及促進） 野田市

、2　　ρ鱒灘 ’12 実績

L＝1．1km　φ200皿皿 103 計画
A1－1－7 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第1－2処理分区枝線整備（普及促進） 野田市

13　　　　　　0rll籏 雛 実績

L＝0．8km　φ200㎜
野田市

107 計画
A1－1玉 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第2－2処理分区枝線整備（普及促進）

ジ…P．kぶ　　　〕口〔］m 」38 実績

L＝2．4km　φ200皿 275 計画
A十1－9 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第2－3処理分区枝線整備（普及促進） 野田市

1『．「1（」　o棚’、 三93 実績

L＝0，7km　φ200㎜ 69 計画
A1－1－10 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第2－4処理分区枝線整備（普及促進） 野田市 9

L＝2．4km　φ200田凪 196 計画
A1－1－11 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第2－1処理分区枝線整備（普及促進） 野田市

し1　式［・　砂．」1頴頴 了2 実績

L＝1．1km　φ200団m 101 計画
A十1－12 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第4処理分区枝線整備（普及促進） 野田市

Lづ．ソkバ　ぷ溺湿 205 実績

　　　　　　　　　　　　　　　　　〆野田第5処理分区枝線整備（普及促進）
L＝4．8km　φ200皿 686 計画

A1－1－13 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田市
七二！、7てET　ご戊1∬’艮口 裂1 実績

L＝0．5km　φ200～300㎜ 102 計画
A1－1ヨ4 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第6－2処理分区枝線整備（普及促進） 野田市

・睾鎌ξ＝「ド　〔・　パ！）oへひo⊥；ユ姐 ⊥頚

中野台排水区
ポンプ棟土木工事 184

A1－2－1 下水道 一般 野田市 直接 一 ポンプ場 改築 浅間下排水ポンプ場改築工事（長寿命化） 野田市
／，

i 「ヒ∨
へ

合計（計画） 2，159

合計ρ言 1，6一籏

惣3



B　関連社会資本整備事業
直接 期間　年叉 備考

番号
事業
種別

地域
種別

交付素象

間
事業者

省略
工種

要素となる事業名
　　、　　　　谷
（延長・面積等）

　市町村名
港湾・地区名 H23 H24 H25 H26 H27

全体事業費
（百万円）

合計

番号 一体的に実施することにより期待される効果 備考

C　効果促進事業

番号 直接 事業者
省略
工種

要素となる事業名 事業内容
　市町村名
港湾・地区名

事業実施期間（年度） 全体事業費
（百万円）

備考事業

種別

地域

種別

交付

土象 間 H23 H24 H25 H26 H27

江戸川左岸処理区
L＝0．2km　φ200㎜ 21 計画

C1－1－1 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第仁2処理分区枝線整備 野田市
llkじ1　φ200肛m 15 実績

L＝0．1km　φ200㎜［

．野田市
17 計画

C1－1－2 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第2－2処理分区枝線整備
「，三〔〕、⇒　　62，〔b功 14 実頂

L二〇．3k皿　φ200㎜ 38 計画
C1－1工 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第2－3処理分区枝線整備

ニーo．：〕　　φ20鋤」貝
野田市

20 実績

L＝0，1km　φ200㎜ 18 計画
C1－1－4 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第2－4処理分区枝線整備 野田市

o 実績

L＝0．2km　φ200団皿 26 計画
C1一七5 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第2－1処理分区枝線整備 野田市

L－0．箔k、．・　㌘∩0風慈 24 実績

L＝0．1km　φ200皿m 10 計画
C1－1－6 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第4処理分区枝線整備 野田市

ヒ，＝、．51」　　・ 33 実績

L＝0．8km　φ200皿1 80 計画
C1－1－7 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 野田第5処理分区枝線整備 野田市

L二〇　きく〔〔　　　）1姐 32 実績
ノ、ンフレツ　　　　　　　　　　　　　　】且

フエ蛋イ≦＝用齢4
1 計画

C1－1－8 下水道 一般 野田市 直接 一 汚水 新設 下水道普及促進関連事業 野田市
htt’ 　”フ　　L狂叡’1パジ，二下iF
　　カ　　　ポノ

1 実績

合計（計画） 211

合計停1 139

番号 一体的に実施することにより期待される効果 備考

C仁1－1 基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。

C1一十2 基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。

C1－1－3 基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。

C1－1－4 基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。
C1－1－5 基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。
C1－1－6 基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。

C1寸一7 基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。

C1－1－8 下水道の役割や事業の必要性を啓発することで住民理解を深め、下水道の普及促進に資する。

※交付対象事業については できるだけ個別路線ごとに記載すること



図　面　一　覧

No．1　　野田市公共下水道計画図（関宿地域）

No．2　　野田市公共下水道計画図（野田地域）
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野田市公共下水道計画図（野田地域）
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平成28年度　（第1回）野田市公共下水道運営審議会　　　会　議　資　料日　時　平成28年12．月16日（金）　　　午前10時00分から場　所　野田市役所　8階　　　大会議室野田市公共下水道運営審議会次第1　開会日時平成28年12，月16日（金）　　午前10時00分から場所野田市役所　8階　　大会議室2　市長挨拶3　委員紹介4　職員紹介5　議長選出6　議題（1）議案第1号　会長の選出について（2）議案第2号　副会長の選出について7　会議録等のホームページへの掲載について8　報告事項報告第1号報告第2号報告第3号野田市公共下水道事業の概要について野田市公共下水道事業の財政収支状況について野田市公共下水道事業地方公営企業法適用について9　その他野田市公共下水道事業の進捗について10　閉会1議案第1号　会長の選出について　野田市公共下水道運営審議会条例第4条第2項め規定に基づき、会長を互選するものである。＼平成28年12月16日提出野田市長　鈴　木　　有2議案第2号　副会長の選出について　野田市公共下水道運営審議会条例第4条第2項の規定に基づき、副会長を互選するものである。平成28年12．月16日提出野田市公共下水道運営審議会会　長3報告第1号野田市公共下水道事業の概要について○公共下水道（汚水）整備計画の概要下水道計画は、河川等の公共用水域の水質汚濁が社会問題となった昭和42年に公害対策基本法（現：環境基本法　平成5年制定）が制定され、その中で公共F水道は、水質汚濁を防止する基本的施策として位置付けられ、政府はその整備推進するための措置を講じなければならないと規定されました。その後、昭和45年に下水道法の一部が改正され、水質の環境基準が定められた公共用水域のうち、その水質汚濁が2以上の市町村から排出される汚水によるもので、広域的な観点から下水道の整備によって、水質環境基準を満たす必要があると認められるものについて、都道府県は流域別下水道整備総合計画を定めなければならない旨の規定が追加されました。これにより、江戸川左岸流域下水道整備総合計画が千葉県により策定され、江戸川左岸に沿った野田市から市川市までの8市にわたる汚水を広域的に集めて処理することになりました。野田市の下水道計画は、この江戸川左岸流域関連公共下水道の関連市として、全体計画を策定し、昭和48年に下水道整備事業に着手し現在も整備を推進しております。野田市の公共下水道計画（汚水）は、平成15年6月に関宿町との合併により、全体計画面積4，］84ha、汚水計画人口232千人、目標年次を平成36年度とし、野田地域では、福田地区及び川間地区の一部の区域を除き、主に国道16号線と江戸川で挟まれた区域を計画の範囲としています。関宿地域では、現在の市街化区域と市街化調整区域に点在する住宅密集地区が全体計画区域となっています。また、下水道の整備を行うための事業認可面積は、現在2，164haを取得し汚水整備を進めており、平成28年4E1日現在で供用開始をした面積は1，709．33ha、下水道普及率は64．70％となっております。なお、現在までに認可拡大した地域においては、平成25年度の審議会において受益者負担金負担区設定を終了しております。履計画概要ア）汚水計画野田市全体計画　事業認可（最終H25．3，29）面　　積4，184ha2，164ha人　　口132，100人103，360人目標年次平成36年度平成30年度イ）雨水計画野田市全体計画　事業認可（最終H27．3．23）面　　積4，184ha531ha人　　口一一目標年次平成36年度平成30年度（参考）pa　1　公共下水道（汚水）の計画区域野田市全域　10，　354ha1霧下水道整備経過表（各年度末）年　度行政人口　（人）整備面積（ha）単年累計処理区域人口　　（人）普及率（％）備　　考昭和63年度110，910101．42101．425，7105．15中野台鹿島町、上花輪新町の一部平成元年度113，06187．47188．8910，2009．02野田、中野台、上花輪平成2年度114，57737．24226．1311，2669．83野田、上花輪新町平成3年度115，82527．24253．3713，88911．99集中浄化（三生桜台）平成4年度116，95633．04286．4116，7511432集中浄化（日の出町）平成5年度117，93645．78332．1918，69915．86区画整理（尾崎台）平成6年度118，77157．40‘　　　389、5921，13417．79区画整理（花井一丁目）平成フ年度119，80358．64448．2324，45220．41集中浄化（すみらんど・西大和田）平成8年度120，379］95．12643．3537，46431．12区画整理ほか（川間駅南地区、川間台）平成9年度120，74446．69690．0441，6663451区画整理（山崎梅の台）　　　、平成10年度120，93018．72708．7643，06235．61岩名六区平成11年度121，26223．22731．9845，12237．21区画整理（堤根第一）平成12年度121，59130．12フ62．1047，91139．40山崎貝塚町平成13年度121，87655．47817．575272643．26清水幹線接続平成14年度121，69835．22852．795482745．05区画整理（梅郷駅西、みずきの各一部）関宿町合併153，353261．131113．926413441．82平成15年6月6日合併平成15年度152，95247．021160．9469，63545．53区画整理（七光台駅西、清水東）平成16年度153，37597．121258．067431148．45区画整理（座生、七光台駅西、清水東、堤台、東新田）平成17年度153，9054フ．701305．7677，51550．37尾崎、七光台、清水、山崎、山崎貝塚町平成18年度15463067．031372．7981，02552．40区画整理（船形、花井東）平成19年度156，08364．591437．3884，05953．86平井、岡田、木間ケ瀬平成20年度156，87628．851466．2386，61555．21尾崎、七光台、野田、柳沢　山崎、平成21年度］57，18331．871489．1088，78656．49尾崎、七光台、山崎、親野井、次木平成22年度157，03316．211505．3190，62157．71尾崎、七光台、清水、鶴奉、野田、柳沢　山崎、平成23年度157，363128．771634．0898，09662．34山崎、西三ヶ尾、瀬戸、大殿井，三ツ堀、岡田平成24年度156，72510．441644．5299，25563．33尾崎、柳沢薪田、宮崎、鶴奉、中野台、七光台、清水、野田、花井、上花輪、’堤根、西三ヶ尾、上三ヶ尾、ニツ塚、瀬戸、三ツ堀、山崎、岡田、木間ヶ瀬平成25年度156，12433．311677．8399，68963．85尾崎、七光台、清水、野田、柳沢　山崎、木間ヶ瀬平成26年度155，61021．611699．44100，0806431尾崎、七光台、清水、野田、柳沢、山崎、木間ケ瀬平成27年度155，1349．891709．33100，38464．70中里、尾崎、七光台、清水、野田、山崎　　（それぞれの数字は、年度末翌日の4月1日供用開始分も含め表示しております。）◎3‘千葉県の下水道普及率普及率ランキング（平成28年3月31日現在）Nα市町村名％Nα市町村名％1浦安市99．721市原市61．92千葉市97．322君津市55．73習志野市94．523富里市55．53酒々井町93．124木更津市51．75佐倉市92．325大網白里市48．56八千代市91．926銚子市47．17柏市89．627東金市41．38四街道市89．028長生村34．59栄町84．629茂原市34．010松戸市84．329香取市29．911白井市83．331八街市28．112流山市83．032芝山町20．213我孫子市82．833富津市16．814船橋市82．034館山市11．415印西市81．435旭市9．816成田市75．3着手35／県内全市町村数5417市川市71．918袖ヶ浦市66．819野田市647千葉県72．820鎌ケ谷市62．8平均全国77．8※但し、調査困難な市町村を除く東葛飾地区別ランキングNα市町村名％1柏市89．62松戸市84．33我孫子市82．84流山市83．05野田市　　　　一6476鎌ケ谷市62．87c◎年度別整備状況（5か年）（平成28年4月1日現在）項　　目単位平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度行　政　人　口人157，363156，725156，124155，610155，134世　　帯　　数世帯62，99263，32263，95664，60964，405事業認可面積（　汚　水　）ha2，1232，1232，1642，1642，164処理区域面積ha1634．081644．521677．831699．441709．33処理区域人口人98，09699，25599，689100，080100，384処理区域世帯数世帯33，24133，88334，37234，63934，712水洗化人口人86，89688，80389，65790，73491，837水洗化世帯数世帯29，56430，60230，82431，40332，015普　　及　　率％62．3463．3363．8564．3164．70水　洗　化　率％88．5889．4789．9490．6691．48o処理区域別供用開始状況平成28年4月1銭現在処理分区全体計画面積（ha）（目標平成36年度）事業認可面積（ha）（目標平成27年度）供用開始面積（ha）関宿第］処理分区925327283．52東宝珠花、次木、古布内、台町関宿第2処理分区151182．82木間ケ瀬字向ノ内、字新宿関宿第3処理分区2500．00岡田野田第］一］処理分区16043O．00東金野井、北部工業団地周辺野田第1−2処理分区1838045．96川間駅北側周辺野田第1−3処理分区106380．00野田第2−］処理分区339303278．99宮崎、野田、中野台、柳沢周辺野田第2−2処理分区463280254．84川間駅南、尾崎、岩名、春日町周辺野田第2−3処理分区307173126．92清水、谷津周辺野田第2〜4処理分区326］20］0479清水、堤台、座生、桜の里周辺野田第3処理分区135135118．55上花輪新町周辺野田第4処理分区327286218．91中根、上花輪、山崎周辺野田第5処理分区290］91］45．64みずき、山崎周辺野田第6−］処理分区（野田幹線）309　・］］9109．36グリーンパーク周辺ノ野田第6−2処理分区（野田幹線）995119．03理科大、霊波之光周辺野田第6−3処理分区（野田幹線）3900．00江川地区周辺合　　　　　　　　計・4，］842，1641，709．33・受益者負担金の負担区、単位負担金制定の推移関宿地域負担区単位負担金基礎金額　　答申額（現単位負担金額）改定年月改定率備考関宿第1負担区1，066円／�u650円／�uH元．3制定当初負担区面積　251ha関宿第2負担区2，003円／�u950円／�uH19．4改定46．2％負担区面積　51ha関宿第2負担区（拡大）1，994円／�u950円／�uH24．4改定一負担区面積　5ha野田地域負担区単位負担金基礎金額　　答申額（現単位負担金額）改定年月改定率備考第1負担区987円／�u600円／�u゜S61．12制定当初負担区面積　250ha第1負担区　（拡大）930円／r�u600円／�uS63．4改定一負担区面積　140ha第2負担区1，341円／�u650円／r�uH3．1改定8．3％負担区面積　367ha第2負担区　（拡大）1，597円／�u650円／�uH5．6改定一負担区面積　127ha第3負担区2，722円／�u700円／�u川1．4改定7．7％負担区面積　328ha第3負担区　（拡大）2，127円／�u700円／�u削6．4改定一負担区面積　201ha第3負担区　（拡大）2，016円／�u700円／�u　●田9．4改定一負担区面積　75ha第3負担区　（拡大）2，121円／�u700円／rrfH24．4改定一負担区面積　170ha第3負担区　（拡大）2，245円／�u700円／�uH26．4改定　　■一負担区面積　145ha　　110下水道使用料の経過1ケ月当たりの使用料ψ区分汚水排除量昭和63年4月〜平成20年3月平成20年4月〜平成21年3月平成21年4月〜平成22年3月平成22年4月〜基本使用料101�u以下900円900円900円900円］O�uを超え20　　�u以下11�uにつき95円］�uにつき107円1�uにつき113円1�uにつき120円201�uを超え30　　1�u以下h�uにっき105円］�uにつき120円1�uにつき128円1�uにつき135円30正�uを超え50�u以下116にっき］20円11�uにつき］39円1�uにつき149円1�uにつき158円従量使用料50�uを超え］O　　OI�u以下11ぜにつき140円1�uにつき］71円1�uにっき187円1�uにっき203円100�uを超え5　00�u以下1�uにつき160円］�uにっき205円1�uにつき228円1�uにっき252円5001�uを超える　　　もの1�uにつき180円1�uにつき242円1�uにつき274円1�uにつき307円公衆浴場用使用料11�uにつき30円30円30円30円備考　下水道使用料の額は、一平成26年3月31日まではこの表の規定により算定した額に100分の105　　　を平成26年4月1日からは］OO分の108を乗じて得た額とする・　　　ただし、その額に1円未満の端数があるときは、これを切り捨てる。・1鼠報告第2号野田市公共下水道事業の財政収支状況について1　財源の仕組み1　下水道事業を執行・運営していくためには、建設費及び維持管理費が必要となります。建設費については、国庫補助金、地方債、一般市費（一般会計繰入金）、受益者負担金等により、また維持管理費については、下水道使用料及び一般市費（一般会計繰入金）により賄われています。（1）建設費財源　�@国庫補助金　　　下水道の公共的役割に鑑み公共事業として、国家的見地からその整備の推進を　　図るため、雨水及び汚水に係る施設の基幹的部分を地方公共団体に補助している　　ものです。　�A地方債　　　下水道はその事業効果が相当長期にわたる公共施設であるため、下水道の建設　　に当たっては、世代間の負担の公平化等の観点から、地方債の充当が行われてい　　ます。　�B一般市費（一般会計繰入金）　　　建設財源のうち国庫補助金、地方債、受益者負担金で充てられた以外の部分に　　ついて、一般会計からの繰入金が充てられています。　�C受益者負担金　　　都市計画法第75条の規定に基づき徴収するもので、都市計画事業として施工　　する下水道事業について、地方公共団体が条例を定めて徴収しているものです。1》匿E（2）維持管理費財源　�@下水道使用料　　　汚水に係わる経費（維持管理費及び資本費）については、条例で定めるところ　　により、公共下水道の使用者から使用料を徴収しています。　�A一般市費（一般会計繰入金）　　　雨水に係わる経費や分流式下水道等に要する経費など公費で負担すべき部分　　及び使用料収入で不足する部分については、一般会計からの繰入金が充てられて　　います。1122　・平成26年度から平成30年度までの財政計画と実績の比較（1）財政計画（平成26年度〜平成30年度）項　　目一H26H27H28H29H3◎A使用料収入�@（千円）1，232，0681，277，◎381β23，65◎ヱ，428，659ヱ．480β◎5有収水量　　（　31’；’｝）8，462，0◎78．770β709，091，◎069β85β271◎，039，359B下水道管理費�A　　　　　　（千円）2．017β182，◎62，1872，◎96，532　」2，169，1852，187，791うち維持管理費�B（千円77δ，761812，582851β44888，553925，919うち資本費�C　〈千円）1，241，5571β49β051β45，1881．28◎β321．261β72C資本費算入率（�@一�B）／�C　（％）36．7δ37．1737．9342．1743．97D一般会計繰入金　　�A一�@〈千円）785，250785，149772，882740，526706，986※一般会計繰入金は汚水処理に係わる経費の不足分の数宇であり、決算上の繰入金額と　は異なる。（2）H26年度からH28年度の財政状況の実績値（H　28年度は決算見込額）一　　　　　’項　目　　　　�`一H26　　　　一ぺw　H27　一　　　　，一一H28A使用料収入�@（千円）1，197，2301，248，8521．257β78有収水量　　（　3m）8，051，2388β20，6548，409，590B下水道管理費�A　　　　　　（干円）1，936，6462，008，0962，029，786うち維持管理費�Bぽ円753，271822，245839，564うち資本費�C　　（千円1．183β751．185β511，190，222C資本費算入率　（�@一�B）／�C　（％）37．5235．9735．13D一般会計繰入金　　　�A一�@（千円）　一739，416759β44772，108※資本費の算出はHi9年度からの方式により求めているため決算統計とは異なるa（3）H26年度からH28年度の財政状況の分析A使用料収入及び有収水量について　財政計画と比較して、平成26、27年度の使用料収入及び有収水量実績は計画値を達成できませんでした。要因として、平成24年度の白鷺梅郷団地接続による伸びを除き、平成22年度末に起きた東日本大震災後、平成26年度まで有収水量が1％13前後の伸び率に留まり、その後、平成27年度には東日本大震災前と同様の3％台の伸び率まで回復しましたが、平成28年度は年度途中でホテルと温泉施設の閉鎖があり有収水量が大きく落ち込むことから、実績見込みにおいて1％台の伸び率になると予想されます。B下水道管理費（維持管理費及び資本費）について　財政計画と比較して、下水道管理費は平成26〜28年度では、流域下水道維持管理負担金等で年々増加傾向ではあるが、施設維持管理費について極力支出を抑える努力により計画費用と比べ少ない実績値となりました。　今後の維持管理費については、新規接続など汚水流入量の増加に伴う流域下水道維持管理負担金の増加、既設管等の老朽化に伴う管渠調査や補修等の費用で増加傾向となりますが、管理費を抑える工夫を図っていきます。　資本費では、現在の下水道普及率が約64．70％（平成28年4月）とかなり普及してきていますが、まだ市街化区域全域の整備も終了していないなど、さらに整備を進める必要があることから、今後も起債等の財源確保により事業を推進して行く予定です。この様な起債償還は今後も継続しますが、以前より起債借入れの枠を設定して事業を進めてきたことから、各年度とも若干の差はあるものの概ね均一的な償還となりました。　EC資本費算入率について　平成19年度に激変緩和策による使用料の段階的な値上げをしたことにより、資本費算入率は順調に上昇してきましたが、平成27年度実績資本費算入率は35．97％で、財政計画における目標37．17％には届きませんでした。財政計画と比較して、有収水量、使用料実績値が下回ったことで資本費算入率も下振れ傾向となりました。また、平成28年度から平成29年度にかけてホテルと温泉施設の閉鎖の影響で一時的に落ち込むと予想されますが、それ以降は下水道事業の進捗に伴い一般家庭、野田工業団地や中里工業団地の下水道新規接続による使用料収入の増加が見込まれることから資本費算入率も上昇傾向になると考えます。1D一般会計繰入金について　一般会計繰入金については、各年度の維持管理費に対して、使用料収入で賄えない部分を繰入金として算出しています。汚水処理に係わる経費の不足分として充当してきた一般会計からの繰入金について、東日本震災と断水による赤水の減免の影響が出た平成23、24年度を除き、平成25年度までは、年々繰入金額を減らしていくことができましたが、平成26年度から平成28年度は、使用料の伸び悩み、大口企業の使用料減収、流域下水道維持管理負担金の増加により一般会計への負担は微増しています。なお、雨水に係わる経費等も含まれて計上されている決算書等の一般会計繰入金額とは異なります。143　平成29年度から平成33年度までの次期財政計画　下水道事業の財政計画については、5年間の財政計画を策定し、3年毎に見直しを行うこととしており、今回、平成29年度から平成31年度の計画を見直し、平成33年度までの次期財政計画を策定しました。　策定にあたっては、現計画期間の考え方を踏襲し、実績を十分に踏まえ、野田市の将来人口も考慮しながら策定を行いました。（1）次期財政計画（平成29年度〜平成33年度）項　　目H29二H3◎H31H32H33合計w−　　　　　一�C使用料収入�@（千円）1，279，5981β12，85◎1β37，7941，421，2931，448，2986，799，833有収水量（m）8，617，8688，781，6078，948，4579，381，4779，559，72545，289，134◎下水道管理費�A　　　　　　　　　（千円）　∫25047，3732，064，3531β49β431，957，4501，998，11010，017，229うち維持管理費�B（千円）868，471907，195939，477982β441，028，9324，726，919うち資本費�C　〈千円）ヱ，178，9◎21，157，1581，◎1◎，466974，，606969，1785．29◎β1◎◎資本費算入率　　　（�@一�B）／�C　（％）34．8735．0639．4244．994327◎一般会計繰入金　　　　　　�A一�@（千円）767，775751，503612，149δ36，157δ49β123，217，396�G使用料収入及び有収水量について　野田市においては、平成25年度から人口が減少に転じていますが、過去数年の傾向から推計すると市街化区域の人口は年々増加しており、この傾向は今後5年間も継続すると考えられます。このため有収水量については、下水道管渠の敷設を推進すれば企業、各家庭の新規接続が今後も堅調に伸びることが予想されることから、これまでの実績トレンドを今回の計画に採用しました。また、平成32年度は中里工業団地（27社予定）がコミプラ処理から公共下水道への切り替による接続を予定しているため、有収水量が伸びております。　使用料収入は、実績トレンドに基づく有収水量に使用料単価を掛けて算出しました。平成27年度の実績使用料単価は150円であり、平成28年度決算見込み使用料単価149．5円、平成29年度予算は大口企業の撤退の影響で一時的に148．5円と予測しています。平成30年度以降は野田工業団地等の新規接続による伸びを見込み149．5円で算出し、平成32年度の中里工業団地接続後は使用料単価151．5円を見込み算出しています。15�G下水道管理費（維持管理費及び資本費）について　維持管理費については、引き続き下水道施設区域の拡大や既設管等の老朽化、不明水流入に伴う補修や調査等の費用増加、新規接続による流域下水道維持管理負担金の増加が生じるので、支出の抑制に努めていく必要があります。　資本費では、平成28年度以後、28年度と同額の借入を想定しました。過去の工事費として借入した市債の償還ピークを平成27〜28年度に迎え、以後、33年度までは償還額が減少する結果となりました。平成28年4A現在、下水道普及率が64．70％であり、まだ、市街化区域全域の整備も終了していないことから、引き続き起債等の財源確保により事業を着実に推進していく予定です。◎資本費算入率について　次期財政計画では、平成28年度途中で撤退した大口企業の使用料減収の影響は平成29年度で解消し、これまでの下水道敷設による使用料増収見込みに加え、中里工業団地やその他の地域での順次接続により使用料収入が増加することが見込まれ、また、資本費も28年度以後33年度まで減少することから、資本費算入率は、平成29年度には前年水準を下回るものの、その後順調に上昇傾向に転じ、平成32年度以後は40％を超える見込みです。　　　　　　　｛E◎一般会計繰入金について　次期財政計画では、収入においては引き続き使用料収入の増収が見込まれ、支出では計画的な起債償還と維持管理費の抑制に努め、市からの繰入金の減少を図ります。14　次期使用料算定期間の下水道使用料について　現在の使用料算定期間は、平成26年度から平成28年度までの3ヵ年となっていることから、次期使用料算定期間である平成29年度から平成31年度の下水道使用料を検討しますu　検討に際し、まず、野田市の人口は平成25年度から0．3％程減少傾向にありますが、市内の人口動態は宅地開発などで市街化調整区域から市街化区域へ移動しているため、下水道処理区域内人口は増加しています。この傾向は短期的には変わらないと思われます。　次に前財政計画を振り返ると、財政計画期間（平成26年度から平成30年度まで）では、使用料実績やコミプラ団地の下水道接続による使用料の増収で、平成28年度資16本費算入率においては約38％を見込み、また、一般会計繰入金についても引き続き良好な傾向に進むものと推測していましたが、実績値では、大il企業の撤退などの理由による使用料伸び率の低下、併せて資本費の償還ピークを迎えたことなどの理由により、平成28年度資本費算入率は35％程度と見込んでいます。　しかしながら、次期財政計画期間（平成29年度から平成33年度まで）では、着実な下水道事業の進捗と野田工業団地及び中里工業団地企業の下水道接続による堅調な使用料増収を見込めること、資本費の償還ピークを過ぎた平成29年度以降は資本費が減少することから、確実に資本費算入率において上昇が見込める状況にあり、ます。平成32年度には上記理由により資本費算入率は、40％を超える見通しです。今後の使用料収入及び〜般会計繰入金についても、引き続き良好な傾向に進むものと推測しています。　この様なことから、下水道使用料についてはf汚水私費」の原則において、引き続き適正な使用料について検討をしていく必要がありますが、次の平成29年度から平成31年度までの3年間については、先の検討結果から、現行の下水道使用料金を据え置いて事業を進めていくこととしました。　　※資本費算入率について　決算統計書では資本費算入率の算定が幾多と見直しされており、現在では分流式下水道に係わる経費は公費負担として、資本費算入要素から外す考えとなっている。これは、分流式下水道は汚水と雨水を合わせて処理する合流式下水道に比べ、河川や海といった公共用水域の水質保全や公衆衛生の向上の意味で、より公共に資する利益が多いといわれており、その反面、分流式下水道の整備には合流式と比べ多額の費用が必要となる。この分流式下水道の公的側面に着目し、使用料で賄えなしト定部分については、公費からの負担、つまり一般会計からの繰入が認められるようになった結果、資本費の一定部分が公費負担分として分類され、その分汚水処理に係る資本費が減少することで、資本費算入率が上昇することになる。　しかしながら、．「汚水私費」の原則や使用料で賄えない部分を一般会計から、更にルール内として公費枠を拡大していく考え方には異論も出ており、国でも使用料等に係わる審議においては、分流式下水道に係る経費について、公費負担を考慮しない資本費算入率で検討するほうが良いとの見解もある。　このことから、今後も資本費算入率については、現計画と同様に分流式下水道に係る経費について公費負担を考慮しない算式で表示して比較することとした。17報告第3号野田市公共下水道事業地方公営企業法適用について◎概要　野田市の公共下水道事業は、昭和48年に流域関連公共下水道事業として実施したことに始まり、毎年整備を進めてきました。現在、野田市の下水道普及率は64，7％（平成28年4月1日）で、全国、千葉県の普及率を下回る状況であることから、今後も一層の整備推進が必要です。　下水道会計は独立採算を基本とする特別会計で処理しており、不足分にっいては、一般会計からの繰出し金で賄っています。そのため、健全な経営を確保し将来に向けた資本的な経営を実施して行く必要があります。◎国の要請　　　　　　　　　　　　　　　　　一　下水道事業の経営状態を明確にし、持続的な事業運営を実現するために、発生主義・複式簿記を採用する地方公営企業法が適用される会計へ移行する必要があります。また、総務省からも3万人以上の市については平成31年度末までに地方公営企業法の財務規定を適用することを要請されており、平成32年度以降については法整備（義務化）も視野にいれた改正を行うとの事です。1　企業会計方式の導入　本市の下水道事業の課題を踏まえると、老朽化した下水道施設の改築・更新の為の資産管理や経営状況・財政状況を把握する必要があります。　現在、下水道特別会計では単年度の入金（歳入）及び支出（歳出）に基づき処理されています。L　企業会計方式では、経営状況を把握できる損益計算書や公共下水道事業の財政状況を把握できる貸借対照表が作成され、これらを分析することで企業活動の全体像を把握し、今後の公共下水道事業の進むべき方向性についてより判り易く見える化し、市民に説明する事が出来ます。2　法適用の範囲　地方公営企業法第2条3項により「条例で定めるところにより、その経営する企業に、この法律の規定の全部または一部を適用することができる」と規定され、市が任意で全部または一部（財務規定等）を適用することができることとなっています。E　今後、水道部や関係各課と協議及び調整を図りながら適用移行の検討をしていきます。183　移行スケジz．・beル　　‘　　現在、総務省からも3万人以上の市については平成32年度までに地方公　営企業法の財務規定を適用することを要請されており、概ね2〜3年の移行　期間を要するとの見解が出ています。また、移行済みの他市においても「2　〜4年程度を要したkとの調査結果となっております。このことから野田市　も平成29年度から検討し、早期に結論を出そうと考えています。119下水道事業への地方公営企業法の適用状況についで（千葉県下水道課計画班調べ）調査時点：平成28年4月1日調査対象：県内下水道事業実施市町村法　化　手’況囲。　用一。　用備　考］法適化着手済2内部検討申3未着手報収4未着手法適化時期　（予定）準備期間、　慣理　）事務委任　なし事務委任事務委任　未定適用範囲未　定設置非設置未定他組織と統合千葉県o平成32年度H28　〜　H31O201畢葉市平威4年度○一蕗随灘済203制1怖o平成30年度H26　〜　H29OH26：群言十画策定、　H27〜H29：債務負担行為2◎4船橋市○平成3麟渡縁2§　〜　H2§○207松戸市O平成30年度H27　〜　H29○｝｛25：基本圃†画（案）策定、H2？〜H29：継続費208野田市O平成32年度H28　〜　H31O2茎2佐震市手成瀦年渡o念音晒開濟217柏市早戒頷年度o一音随用溝220流山帯平成2フ年度○全部適爾済221八干代吉平威烈年度o全部趨菊済222我孫子市○H2丁〜○H28基本計画策定224鎌ケ谷市O平成32年度H27〜　H31OH27基礎鯛査、　H2829固定資産調査227浦安市O平成32年度H28　〜　H31OH26基本計画策定計（県除く）523243は、終末処理場有り。鱒ollllllllllll−−lllleeewas◎謙灘臆鰻欝暴盤の強艦と財敵マ率ジメントの麟薫等をよ囎き確に行》た轟．公慧企業懸紛懸触諏犠搬こ罐饗講。　●平成27年度から平成31年度までを公営企業会計適用の「集中取組期間とする。　●下水道事業及び簡易水道事業　「重点　業と位　付け　都道府県及び人口3万人以上の市区町村等については公共下水嵐流域下水道、簡易水道事業の移行が必要。人口3万人未満の市町村についてもできる限り移行が必要。公脳・へのべ　　　　　　　　　　　　　　　　　，濠τ＿懸ぼ、＝R二　碁「，　ニミ　。x≠，二遼灘二鮫　≡←　　の正　在　　に　　　　　のロ上発生主義を導入し、民間企業と同様の精度の高い財務諸表（貸借対照表（BS）、損益計算書（PL）、固定資産台帳等）を作成することにより、公営企業の経営、資産等を正確に把握することが可能。　　・より・翻・カ’，蝋　　の　　　　マ・ジメンの・上等が可能。蜘　　’欝言驚る綴の擁な原購幽・さら唾盤　　・経営の透明性が向上し、他団体との比較可能性も確保され、議会　　・　のガバ　ンスがロ上。　　　た　　　　　一こ　　ロ予算を超える弾力的な支出、効率的・機動的な資産管理等が可能となり、経営の自由度が向上。十サ蛙謡曇灘腰能となり・経の効靴住民H29・4H29・8H27ilH3214会�鞄nの魔直し園圏度日璃ロ　　パ　　ミ　パ　｝1川…惇l！讃凛祷憧L」一適用拡大報告書L．．．一．一．．“1　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　‘膓一ぺ＼　＿力琳バ　（研究会）／「　／1＼璽努針62祷　　　要　　　請　　　茶璽舞＞1　　　霧　　　題レ会針情報活用の検討「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1二，＿＊　r�O｛＝　　　ハ　　A　　　　の　　　　蕊1耀庄、⊃1　0麗点事業　　　　　　　　　　｛　　扶ロ3万人以上の団体について澗間内に　｝　　公営企案会計へ移行（H32．4まで）。　　　　　1｛運簗竃�f耀譲：〕｝　　＊人M3万人未満の団体についても、できる限り　1　　移行。　　　　　　　　　　　　　　｝　　※その他の箒については、団体の911twに　1　　　応じて移行を推進。　　　　　　　　　　　1　0移徹費に対する地方財政樋　　｝　　　公営企業債（充当率IOO％）　　　　　　1，＿＿竺竺塑竺璽竺竺墜三1ト⊃声公＝統一的な基準による財務書類等の作成＼tt／※移行期間は概ね3年闇（やむを得ない理由がある場合に限り概ね5年間｝野田市公共下水道事業の進捗について　野田市の公共下水道整備に関しましては、建設コストの観点から有意な手法として、国庫補助事業を導入して管渠等の整備を実施しております。　野田市においては国庫補助金を受けるべく、社会資本総合整備計画（計画期間はおおむね3〜5年間）を策定し、事業の進捗を図ってまいりました。　なお、整備計画は計画目標として定量化した評価指標を設定し、計画の終了時には目標の実現状況について評価を行うこととなっております。　野田市においては平成23年度に当該計画を策定し、平成27年度をもって5力年の計画期間が満了となりました。　計画策定時の成果目標ですが、下水道処理人口普及率を定量化の評価指標として設定し、平成23年度の普及率を57．9％から計画期間満了時の平成27年度には、66．6％に向上させることを最終目標値に定めたところです。　計画期間満了時の平成27年度の最終実績値としましては、64．7％と最終目標値には達しませんでした。これは国の交付金額が不足したことにより整備が遅れたものです。　しかしながら、水環境や生活環境の改善に一定の効果が期待できると言え、次期整備計画においても普及促進に努めて行きたいと考えております。　事後評価の実施に当たっては、評価の透明性、客観性、公正さが求められていることから、野田市公共下水道運営審議会へ報告した上でHP等による公表を行います。国庫補助事業の計画額及び実績額（単位：百万円）H23　H24　H25　H26　H27　　計基　　幹（A）559．0400．0400．0400．0400．02，159．0計画額効果促進（B）43．250．239．239．239．2211．0計（D＝A＋B）602．2450．2439．2439．2439．22，370．O事業費基　　幹（Aり598．0331．0316．0235．0160．01，640．0実績額効果促進（B，）32．237．842．626．40139．0計（D，＝A）田））630．2368．8358．6261．4160．01，779．0達成率（D）／D）　　104，6％81．9％81．6％59．5％36，4％　75．0％計画値57．9％一（7，0％）64．9％一（8，7％）66．6％上段o書：普及率増嵩値達成率は増嵩値の比率定量的指標普及率実績値57．9％一（6，0％）63．9％一（6，8％）64．7％達成率一一（85．7％）一（78．2％）2畠1》E　》社会資本総合整備計画　事後評価書平成28年　　月　　目計画の名称1　野田市における公共下水道の推進言画の．平’23年叉　　　平成27年叉（5年間）〜　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　父・・　　　　　　野田市言画の目票公共下水道整備を行い、安全・安心、快適な暮らしを実現し、水環境や生活環境を改善する。言画の’　目票　　量・日票�@下水道処理人口普及率を　　57．9％（H23）から　　66，6％（H27）に増加させる。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、量・日票の　我及び　　エ量・日票の現況　及び目票備考w男現況但胃目票置．目票但（H23当初）（H25末）（H27末）一�@下水道処理人口普及率　下水道を利用できる人口（人）／総人口（人）57．9％64．9％66．6％　　　　　　　　　　　　　合計全体事業費（計画）　　　　　　　　　　　（A＋B＋C）2，370百万円A2，159百万円B0百万円C211百万円効果促進事業費の割合C／（A＋B＋C）8．9％　　　　　　　　　　　　　　合計　全体事業費；実了1）　　　　　　　　　　　　（A＋B＋C）事後評価の実施体制1，了7警三：ノ弓＾そ彗　●Ai，64c百万円Bo百万円　完　　　　　　　　　　　　　　鴻　　　　　艮ヒ万円事後評価の実施時期効果促進事業費の割合C／（A＋B＋C）7，琢平成28年12月野田市公共下水道運営審議会にて事業実施状況　指標の達成状況の確認および評価を行う。公表の方法事後評価後、野田市ホームページにて公表する。寸＞oA1　下水”番号事業実施期間（年度）全体事業費（百万円）備考事業種別地域種別交付対象直接間接事業者事業及び施設種別省略．工種要素となる事業名　（事業箇所）　事業内容（延長・面積等）市町村名H23H24H25H26H27江戸川左岸処理区L＝0．8km　φ200〜350m皿48計画A1−1−1下水道一般野田市直接一汚水新設五駄沼1号幹線整備（普及促進）野田市1．＝u　　　　φ3　声五週24実績MP2箇所28計画A1−1−2下水道一般野田市直接一汚水新設梅郷1号幹線整備（普及促進）野田市68実績MP2箇所41計画A1−1−3下水道一般野田市直接一汚水新設梅郷2号幹線整備（普及促進）t『野田市47L＝0．2km　φ450�o、　MP　1箇所92計画A1−1−4下水道一般野田市直接一汚水新設三ケ尾幹線整備（普及促進）野田市ゼ・〕　　　」「4川‘［目、　　�k］24実績L＝0．6km　φ300皿117計画A1−1−5下水道一般野田市直接一汚水新設三ケ尾2号幹線整備（普及促進）野田市L−：・（巾　�c　　狂］55冥績L＝0．2km　φ200皿110計画A1−1−6下水道一般野田市直接一汚水新設関宿第1処理分区枝線整備（普及促進）野田市、2　　ρ鱒灘’12実績L＝1．1km　φ200皿皿103計画A1−1−7下水道一般野田市直接一汚水新設野田第1−2処理分区枝線整備（普及促進）野田市13　　　　　　0rll籏雛実績L＝0．8km　φ200�o野田市107計画A1−1玉下水道一般野田市直接一汚水新設野田第2−2処理分区枝線整備（普及促進）ジ…P．kぶ　　　〕口〔］m」38実績L＝2．4km　φ200皿275計画A十1−9下水道一般野田市直接一汚水新設野田第2−3処理分区枝線整備（普及促進）野田市1『．「1（」　o棚’、三93実績L＝0，7km　φ200�o69計画A1−1−10下水道一般野田市直接一汚水新設野田第2−4処理分区枝線整備（普及促進）野田市9L＝2．4km　φ200田凪196計画A1−1−11下水道一般野田市直接一汚水新設野田第2−1処理分区枝線整備（普及促進）野田市し1　式［・　砂．」1頴頴了2実績L＝1．1km　φ200団m101計画A十1−12下水道一般野田市直接一汚水新設野田第4処理分区枝線整備（普及促進）野田市Lづ．ソkバ　ぷ溺湿205実績　　　　　　　　　　　　　　　　　〆野田第5処理分区枝線整備（普及促進）L＝4．8km　φ200皿686計画A1−1−13下水道一般野田市直接一汚水新設野田市七二！、7てET　ご戊1∬’艮口裂1実績L＝0．5km　φ200〜300�o102計画A1−1ヨ4下水道一般野田市直接一汚水新設野田第6−2処理分区枝線整備（普及促進）野田市・睾鎌ξ＝「ド　〔・　パ！）oへひo⊥；ユ姐⊥頚中野台排水区ポンプ棟土木工事184A1−2−1下水道一般野田市直接一ポンプ場改築浅間下排水ポンプ場改築工事（長寿命化）野田市／，i「ヒ∨へ合計（計画）2，159合計ρ言1，6一籏惣3B　関連社会資本整備事業直接期間　年叉備考番号事業種別地域種別交付素象間事業者省略工種要素となる事業名　　、　　　　谷（延長・面積等）　市町村名港湾・地区名H23H24H25H26H27全体事業費（百万円）合計番号一体的に実施することにより期待される効果備考C　効果促進事業番号直接事業者省略工種要素となる事業名事業内容　市町村名港湾・地区名事業実施期間（年度）全体事業費（百万円）備考事業種別地域種別交付土象間H23H24H25H26H27江戸川左岸処理区L＝0．2km　φ200�o21計画C1−1−1下水道一般野田市直接一汚水新設野田第仁2処理分区枝線整備野田市llkじ1　φ200肛m15実績L＝0．1km　φ200�o［．野田市17計画C1−1−2下水道一般野田市直接一汚水新設野田第2−2処理分区枝線整備「，三〔〕、⇒　　62，〔b功14実頂L二〇．3k皿　φ200�o38計画C1−1工下水道一般野田市直接一汚水新設野田第2−3処理分区枝線整備ニーo．：〕　　φ20鋤」貝野田市20実績L＝0，1km　φ200�o18計画C1−1−4下水道一般野田市直接一汚水新設野田第2−4処理分区枝線整備野田市o実績L＝0．2km　φ200団皿26計画C1一七5下水道一般野田市直接一汚水新設野田第2−1処理分区枝線整備野田市L−0．箔k、．・　�c∩0風慈24実績L＝0．1km　φ200皿m10計画C1−1−6下水道一般野田市直接一汚水新設野田第4処理分区枝線整備野田市ヒ，＝、．51」　　・33実績L＝0．8km　φ200皿180計画C1−1−7下水道一般野田市直接一汚水新設野田第5処理分区枝線整備野田市L二〇　きく〔〔　　　）1姐32実績ノ、ンフレツ　　　　　　　　　　　　　　】且フエ蛋イ≦＝用齢41計画C1−1−8下水道一般野田市直接一汚水新設下水道普及促進関連事業野田市htt’　”フ　　L狂叡’1パジ，二下iF　　カ　　　ポノ1実績合計（計画）211合計停1139番号一体的に実施することにより期待される効果備考C仁1−1基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。C1一十2基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。C1−1−3基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。C1−1−4基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。C1−1−5基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。C1−1−6基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。C1寸一7基幹事業と接続する枝線整備を一体的に行うことにより、普及率の向上に資する。C1−1−8下水道の役割や事業の必要性を啓発することで住民理解を深め、下水道の普及促進に資する。※交付対象事業についてはできるだけ個別路線ごとに記載すること図　面　一　覧No．1　　野田市公共下水道計画図（関宿地域）No．2　　野田市公共下水道計画図（野田地域）織胤野田市公共下水道計画図1　　＼（関宿地域）埼玉県tSご　・2＞1．F　b　　　　ピ　　　　　A　l‘　　　　　　　　　　　、　　　レ　　■、吉k　　　　　　w’　きv　　　　　　　　　　司　’　　　1　　、　　　w　　・　♪、　　　‘　s　t“　、　　鯵　，tW」●　　　　〜　　さ凡　　　例全体計画区域事業認可区域凡　例全体肝酉区域鑓理分区昇市街化区域認可区蒙．流填下水道蛉線整惰済公共“ド水道幹線未整但整偵済公共下水道枝鰺未整借流域接貌点ポンプ場遇年鹿整偵済み区域1　■　§・　　、　十十　　　　　　　　　　�Q　　　ト‘　　　．含9里4，爪＄・　　，v〉　　　　　　　呼i”f’砂，：1）・≠江戸’ぱ、，fX・；、ぐぴ」　’ll、　D　ら　　’．’・》，144Q　　　11・�S　き1，　　1．；澗　．’　　．そ・・　・　　■も　、　・　　．　Q　　．　　　　　　　　　．　　　ぐ　　　　…　s　●　　　　，　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ト　、　　　ガ　　4％ズと1’　．■♪．：i　　こ魯　　　　　　　　　■　金　しレ　〉雫　‘‘ぜ‘1．1令■　　　　　　L　　　，　　◎　　　下　・N　　　1鴫，　　　◆‘．tWkk’　・・皐4i　　L〉　◇‘⇔〉　＞　　　　4　1’5’　　か　今　．縫ttrg＞　　�d　t己●審�堰ｹ　國、　s領・β、イs　　4　　�`l　　c魯　＞s．�`。　　　、ト　　、ぴ1、Wlr・．Lif．、＄　！灘wミ・〉．1’．弍s　七剛ff　念・茨城県●、1・‘，　・L　l、’窪腎〉レ〉ヤ；●琴・■毒　　＊．1，t　　　■iミ．v‘、　＄根川FKlt♪　‘今　　　　　　　．s楡’　ハ．・s　　　E　llI＿lIE12jE曇／Liも11》！i｜lll蚤　1∬‖｛　菱　｜！ljオ≡il：1》》｜i陶欝至　大宮野田市公共下水道計画図（野田地域）　　e　　．　　　　令　　　、　令　　　　イ　　　　　　　ト．∴『’”躯％　　　　　　　　　　　　　　　←’−z　，　．’b邑　・　　｝1°警ぷ、　　　　　　　　　‘ae・．�`　9　　　　　カ、IL至　大宮　・埼玉県91　c｛L駕・’職．’翻・19醗ケ人吐　　　　A、‘　°［二咽‘ミ　‘e羅≧・’？；1・穰≧�dt　　　　　　、哨ww＞1徽1、t、灘，、←、，　　　　　、VJ◎1’．騨1”1k　・1’．‘ま4．’　La“惹1■　　　　　　　　　　　　　　　　s　　　　　　o　’a　ぐ1　　　　　　・　　・　　　　　　．　シ　．’・　ノ．�_’lmOiffmalr”tmx（’°hミ｝’di・‘s．ρit・マK　　‖Kl、th　　．！　：i．i・・1．　、　，‘　　　　　　　　　　　　　　　．・　　　　　　　”　　　　　、・’らlsこト鉱・．’．；、≒・；，？t．　　　　　　　　　　　　　、　　ぜ　　　　h　　’　ミ達≒11・≡ゐ、LLt．　‘’，o4．　　●　4イ　　　　　七tt難念　　　）’・鋤e1ミ《　．　＋’・’　⊆・　　・．’蓑　　、z1　‘t爵蕊t，S漁　驚江戸川、　　L　　‘　　　　　o　．　　　　〉�S　　　　t≦θ　A　t　　　＃、嬬§灘；：．　　　ウe：・’ぐ・・÷　’　　　摺th　　．‘　　　x　　号　　　　　　tt●，　　＃　’ヂ　　　　　　　　　　　　　　ト　，　　ljぐ　イイ‘　．“N“、、　　．　蓑ll≡　　　〉　ン　　　、t♂・｛lttタ胤？　’　　『k：　‘．　s　　Ol＆鐙oetl11、　・9・訓　　；∨タ凡　例全体計酉区填処理分区界市街化区填認可区域蔚填下水遣幹日整椅済公共下水道幹線未整傍整億済公共下水道枝線未整備　　　’琉域接続点ポンプ場過年度整偽済み区域●　，　　．｝）iil茎ttt　．t．　1，1　マti■▽’　　　与t，　　　　t“己．　fR　t三β4・・Q一歳リトtA’．鐡　1’幽1　・トt、　　　　もづ‘o　　　　　　．　るt　　　　’　、fも9　・s　　ぐ　芯　／ab　　■t，！，　き’；”1ト4．　　⇒4’　〉　‘t　　　　　　　．　L灘轟　ぽeew．　、t　　’　　　　ト．：1・ミ゜・・吃シ　4：”、．　‘　’9�`ヤIYIk，’：ば。」　白　介　▽　1〉＼＾＾ぎ　、・〉“当’‘・1°；，　・i遥　　、‘　　，：決シ　　　zal‘，q⊂　、　　　　俗茨城県禾il　ll艮川kP司a9、6ψ　　、；．1　　−e：、5msv、　　ぐ、　　　　　　　　　4…　§…‘　　　　　　　　ぐ　　　くTiL　　I1　　　＃ひ　　　　　ロ臼、哩込1”m　　3　．　　細冨　　b●　」，ノwav’1．　協t竃i・’　、　‘Al、Se≠　　’ラ　　　　　　　　　L　　e　　　．　　　　　　　　　　　　．　　．　　　　、　　　　　　　　ロ”r“”reixeqwn’　難　　琴’、ifAt　L　　　　　　　　L，、、’、（ミne：“：無gn，　i誹iγ嚇　ソ　　　トfe、ft　　　　　・　　　〈t．　　　　ヴ、％　　　　　Pt‘　　　　　　　　ts　　．　■’一　　　Σ　、mo−n　x“L　A　、　・4　’　貿　．‘　　、迫例景浅‘　冶F　’　，　蕗《，　、i”〉三’≒・ト’XStt鐵べ1、§‘・・．茎t　　�s・　　　　　《　　4　t凡至木“Af：　　s，％，；．lt，1き●　’　．、　vi　　，i・s　十．、�O幽　9．　A’x’lf：”、ぐ　ぐ　幽’　　　　　　1‘　　　　5dも、v　．　　　頃　ト　ヘロ　　　　　サ；、・　）t舟〃　；．￥暢　魂’�`’s←・⇔＾鰐鋤二．　菌r3＞　　〉　．：9＆きxu・it　　O　o　　、’　　　｝θ？’　、災　o噺1’1。ll‘全体計画区域事業認可区域田下幹水線道薯．’．濁｝，一，，句幽ikz’i1．　　　　　k　［t，＼限奪5el　ヰ、・　　、　・’7票mp．　　◆〆〕、　　ゆ　　．　esx柏頸　，利根運｝ロ漁．叉1　‖1　》｜》｛｜iit｜［　§1にll！2i｜kkξIllj妻‖llI

